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第15章 景品表示法に関する業務 

第１ 概説 

景品表示法は、平成21年９月、消費者の利益の擁護及び増進、商品及び役務の消費者に

よる自主的かつ合理的な選択の確保並びに消費生活に密接に関連する物資の品質の表示に

関する事務を一体的に行うことを目的として消費者庁が設置されたことに伴い、公正取引

委員会から消費者庁に移管された。消費者庁への移管に伴い、景品表示法の目的は、「商

品及び役務の取引に関連する不当な景品類及び表示による顧客の誘引を防止するため、一

般消費者による自主的かつ合理的な選択を阻害するおそれのある行為の制限及び禁止につ

いて定めることにより、一般消費者の利益を保護すること」とされた。 

 １  景品表示法違反被疑事件の調査 

景品表示法は、不当な顧客の誘引を防止するため、景品類の提供について、必要と認め

られる場合に、内閣府告示（注１）により、景品類の最高額、総額、種類、提供の方法等

について制限又は禁止し（同法第４条）、また、商品又は役務の品質、規格その他の内容

又は価格その他の取引条件について一般消費者に誤認される不当な表示を禁止している

（同法第５条）。 

公正取引委員会は、消費者庁長官から景品表示法違反被疑事件に係る調査権限の委任を

受け、景品表示法の規定に違反すると疑われる行為について必要な調査等を行っている。 

調査の結果、景品表示法の規定に違反する行為があるときは、消費者庁長官は措置命令

を行う（同法第７条第１項）ほか、違反のおそれのある行為等がみられた場合には関係事

業者に対して指導を行っている。 

また、事業者が、同法第５条の規定に違反する行為（同条第３号に該当する表示に係る

ものを除く。以下「課徴金対象行為」という。）をしたときは、消費者庁長官は、当該事

業者に対し、当該課徴金対象行為に係る商品又は役務の売上額に３％（注２）を乗じて得

た額に相当する額の課徴金を国庫に納付することを命じなければならない（同法第８条第

１項）。 

さらに、消費者庁長官は、同法第22条第１項の規定に基づき事業者が講ずべき措置に関

して、その適切かつ有効な実施を図るため必要があると認めるときは、当該事業者に対し、

その措置について必要な指導及び助言をすることができる（同法第23条）。また、消費者

庁長官は、事業者が正当な理由がなくて同法第22条第１項の規定に基づき事業者が講ずべ

き措置を講じていないと認めるときは、当該事業者に対し、景品類の提供又は表示の管理

上必要な措置を講ずべき旨の勧告をすることができるとともに（同法第24条第１項）、勧

告を行った場合において当該事業者がその勧告に従わないときは、その旨を公表すること

ができる（同条第２項）。 

加えて、同法第４条又は第５条の規定に違反する疑いのある行為をした事業者が是正措

置計画を申請し（同法第27条第１項）、消費者庁長官から認定を受けたときは（同条第３

項）、当該行為について、措置命令及び課徴金納付命令の適用を受けないこととすること
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で（同法第28条）、迅速に問題を是正する確約手続が導入されている。 

（注１）消費者庁及び消費者委員会設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律による改正前の景品表示法

に基づく従来の公正取引委員会告示は、経過措置により引き続き効力を有する。 

（注２）過去10年以内に課徴金納付命令を受けたことがある事業者の場合は4.5％（同法第８条第５項）。 

 ２  公正競争規約制度 

景品表示法第36条の規定に基づき、事業者又は事業者団体は、景品類又は表示に関する

事項について、公正取引委員会及び消費者庁長官の認定を受けて、不当な顧客の誘引を防

止し、一般消費者による自主的かつ合理的な選択と、事業者間の公正な競争を確保するた

め、協定又は規約を締結し、又は設定することができる。当委員会は、協定又は規約（以

下これらを総称して「公正競争規約」という。）の認定に当たり、事業者間の公正な競争

の確保等の観点から審査を行っている。 

第２ 景品表示法違反被疑事件の処理状況 

令和７年度において、消費者庁が措置命令又は確約計画の認定を行った21件のうち、公

正取引委員会及び消費者庁による調査の結果を踏まえたものは５件であり（全て措置命

令）、消費者庁が指導を行った388件のうち、当委員会及び消費者庁による調査の結果を踏

まえたものは22件である（第１表及び第２表参照）。 

また、令和７年度において、消費者庁が課徴金納付命令を行った10件（３億3940万円）

のうち、公正取引委員会及び消費者庁による調査の結果を踏まえたものは５件（１億4472

万円）である（第１表及び第３表参照）。 

さらに、令和７年度において、景品表示法第22条第１項の規定に基づき事業者が講ずべ

き措置に関して、消費者庁が指導を行った34件のうち、公正取引委員会及び消費者庁によ

る調査の結果を踏まえたものは15件である。 
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 第１表 令和７年度において公正取引委員会が調査に関わった景品表示法違反被疑事件

の処理状況 

事件 
措置命令及び 

確約計画の認定 
指導 合計 

課徴金納付命令 

件数 課徴金額 

表示事件 5（21） 20（385） 25（406） 5（10） 1億4472万円（3億3940万円） 

景品事件 0（0） 2（3） 2（3） 

合計 5（21） 22（388） 27（409） 5（10） 1億4472万円（3億3940万円） 

（注）（ ）内は消費者庁が行った措置件数の総数・課徴金の総額 

 第２表 令和７年度に消費者庁により措置命令が行われた事例のうち公正取引委員会が

調査に関わったもの 

一連 

番号 

措置日 

（事業者名） 
事件概要 

違反 

法条 

1 令和7年9月12日 

（㈱ジャパネット

たかた） 

㈱ジャパネットたかたは、「【2025】特大和洋おせち2段重」と称する商

品（以下本事件概要欄において「本件商品」という。）を一般消費者に販

売するに当たり、令和6年10月8日から同年11月23日までの間、「ジャパ

ネットたかた【公式】通販」と称する自社ウェブサイトにおいて、

「【2025】特大和洋おせち2段重」、「ジャパネット通常価格29,980円が」、

「1万円値引き 7/22～11/23」、「値引き後価格19,980円（税込）」及び

「～大人気おせちが今ならお得！～早期予約キャンペーン」と表示するこ

とにより、あたかも、「ジャパネット通常価格」と称する価額（以下

「ジャパネット通常価格」という。）は、本件商品について同年7月22日か

ら同年11月23日までのセール期間経過後に適用される将来の販売価格であ

り、「値引き後価格」と称する実際の販売価格が当該将来の販売価格に比

して安いかのように表示していた。

 実際には、本件商品について、当該セール期間経過後に当該将来の販売

価格で販売するための合理的かつ確実に実施される販売計画はなかったも

のであり、ジャパネット通常価格は将来の販売価格として十分な根拠のあ

るものとは認められないものであった。 

（詳細については令和7年9月12日報道発表資料「㈱ジャパネットたかたに

対する景品表示法に基づく措置命令について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250912_torihiki.

html 

第5条

第2号 

2 令和7年9月22日 

（㈱創建） 

㈱創建は、住宅の外壁塗装（以下本事件概要欄において「本件役務」と

いう。）を一般消費者に提供するに当たり、例えば、令和6年4月18日から

同月19日までの間、「創建ペイント」と称する自社ウェブサイトのトップ

ページにおいて、「好評につき期間延長！4/1～4/30まで 外壁塗装の値段

だけで 窓の断熱リフォーム 窓リフォーム代追加費用実質0円！」等と

表示することにより、あたかも、期限内に本件役務の申込みを行った場合

に限り、期限後よりも有利である箇所数の内窓の設置が無料で提供される

かのように表示していた。 

実際には、期限後に本件役務の申込みを行った場合においても、期限内

に本件役務の申込みを行った場合と同じ又はそれ以上の箇所数の内窓の設

置が無料で提供されるものであった。 

（詳細については令和7年9月22日報道発表資料「㈱創建に対する景品表示

法に基づく措置命令について」を参照のこと。） 

第5条

第2号 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250912_torihiki.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250912_torihiki.html
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一連 

番号 

措置日 

（事業者名） 
事件概要 

違反 

法条 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250922_kinki_k

eihyo.html 

3 令和7年10月15日 

（㈱テレビ新広

島） 

㈱テレビ新広島は、令和6年11月15日から同月17日までの間及び同月22

日から同月24日までの間に「ひろしまゲートパークプラザ」と称するイベ

ント会場で実施した「ひろしまラーメンスタジアム2024」と称するラーメ

ン等を提供するイベント（以下本事件概要欄において「本件役務」とい

う。）を一般消費者に提供するに当たり、例えば、同月10日に配布された

日刊新聞紙に折り込んだチラシにおいて、「麺部屋 綱取物語 横綱

チャーシューと炙り角煮の濃厚札幌味噌」、「北海道【札幌】 味噌 広島

初」等と表示することにより、あたかも、本件役務において出店していた

一部の店舗が広島県内に初出店であるかのように示す表示をしていた。

実際には、本件役務に出店していた店舗は、過去に広島県内で開催され

た本件役務と同種又は類似のイベントに出店した経歴があり、広島県内に

初出店ではなかった。 

（詳細については令和7年10月15日報道発表資料「㈱テレビ新広島に対す

る景品表示法に基づく措置命令について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/oct/251015_chugoku

_keihyou.html 

第5条

第1号 

4 令和7年11月5日 

（㈱アイリスプラ

ザ） 

㈱アイリスプラザは、日用品等の101商品（以下本事件概要欄において

「本件101商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、「Qoo10」と

称するウェブサイトに開設した「アイリスオーヤマ公式通販サイト アイ

リスプラザ Qoo10店」と称する本件ウェブサイトにおいて、例えば、

「ペットキャリー 2WAY アウトドアペットキャリー ブラック PC-S004

 L BK メガ割」と称する商品について、令和7年2月27日から同年5月2

日までの間、原産国（地）に係る表示として「国内」と表示すること等に

より、日本が原産国であるかのように示す表示をしていた。 

実際には、本件101商品は、中華人民共和国等で生産されたものであっ

た。 

（詳細については令和7年11月5日報道発表資料「㈱アイリスプラザ及び㈱

ダイユーエイトに対する景品表示法に基づく措置命令について」を参照の

こと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251105keihyout

ouhoku.html 

第5条

第3号 

5 令和7年11月5日 

（㈱ダイユーエイ

ト） 

㈱ダイユーエイトは、日用品等の113商品（以下本事件概要欄において

「本件113商品」という。）を一般消費者に販売するに当たり、「Qoo10」と

称するウェブサイトに開設した「ダイユーエイト.COM」と称する本件ウェ

ブサイトにおいて、例えば、「CB ジャパン やわらかコルクマット 8枚

組 防音 衝撃吸収 床面保護 子供 ペット ジョイントマット」と称

する商品について、令和7年4月1日から同年5月7日までの間、原産国

（地）に係る表示として「国内」と表示すること等により、日本が原産国

第5条

第3号 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250922_kinki_keihyo.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/sep/250922_kinki_keihyo.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/oct/251015_chugoku_keihyou.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/oct/251015_chugoku_keihyou.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251105keihyoutouhoku.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251105keihyoutouhoku.html
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であるかのように示す表示をしていた。 

実際には、本件113商品は、中華人民共和国等で生産されたものであっ

た。 

（詳細については令和7年11月5日報道発表資料「㈱アイリスプラザ及び㈱

ダイユーエイトに対する景品表示法に基づく措置命令について」を参照の

こと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251105keihyout

ouhoku.html 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251105keihyoutouhoku.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251105keihyoutouhoku.html
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 第３表 令和７年度に消費者庁により課徴金納付命令が行われた事例のうち公正取引委員

会が調査に関わったもの 

一連 

番号 

命令日 

（事業者名） 
事件概要 課徴金額 

1 令和7年6月5日 

（㈱新日本エネッ

クス）

㈱新日本エネックスは、蓄電池を含む太陽光発電システム機器（以

下本事件概要欄において「本件商品」という。）を一般消費者に販売

し、その導入に係る施工（以下本事件概要欄において「本件役務」と

いう。）を一般消費者に提供するに当たり、令和5年4月10日、同月12

日、同月17日、同月24日、同年5月2日、同月8日、同月15日、同月18

日及び同月29日に、 

⑴ 例えば、「ENEX」と称する自社ウェブサイト（以下本事件概要欄

において「自社ウェブサイト」という。）のトップページにおい

て、「No.1 JMR アフターフォローも充実の太陽光発電蓄電池販

売」、「No.1 2022 JMR 安心して導入できる太陽光発電・蓄電池

販売」、「No.1 2022 JMR 知人に紹介したい蓄電池販売」、「『アフ

ターフォローも充実の太陽光発電蓄電池販売』 『安心して導入で

きる太陽光発電・蓄電池販売』 『知人に紹介したい蓄電池販

売』、の3部門で No.1を取得しました！」等と表示することにより、

あたかも、令和4年に、同社が販売する本件商品及び他の事業者が

販売する同種又は類似の商品（以下本事件概要欄において「同種商

品」という。）並びに同社が提供する本件役務及び他の事業者が提

供する同種又は類似の役務（以下本事件概要欄において「同種役

務」という。）に関する「アフターフォローも充実の太陽光発電・

蓄電池販売」、「安心して導入できる太陽光発電・蓄電池販売」及び

「知人に紹介したい蓄電池販売」の3項目（以下本事件概要欄にお

いて「本件3項目①」という。）につき、実際に利用したことがある

者又は知見等を有する者を対象にそれぞれ調査した結果において、

同社が販売する本件商品及び同社が提供する本件役務に係る本件3

項目①の順位がそれぞれ第1位であるかのように示す表示をしてい

た。

⑵ 例えば、自社ウェブサイトの「お知らせ」と称するウェブページ

において、「No.1 2020 JMR アフターフォローも充実の太陽光発

電・蓄電池販売 No.1」、「No.1 2020 JMR 知人に紹介したい蓄電

池販売 No.1」、「No.1 2020 JMR 顧客満足度 No.1」、「3部門で

No.1を獲得しました！」等と表示することにより、あたかも、令和

2年に、同社が販売する本件商品及び他の事業者が販売する同種商

品並びに同社が提供する本件役務及び他の事業者が提供する同種役

務に関する「アフターフォローも充実の太陽光発電・蓄電池販

売」、「知人に紹介したい蓄電池販売」及び「顧客満足度」の3項目

（以下本事件概要欄において「本件3項目②」という。）につき、実

際に利用したことがある者又は知見等を有する者を対象にそれぞれ

調査した結果において、同社が販売する本件商品及び同社が提供す

る本件役務に係る本件3項目②の順位がそれぞれ第1位であるかのよ

うに示す表示をしていた。

実際には、同社が委託した事業者による調査は、本件3項目①及び

本件3項目②について、回答者に対し、同社が販売する本件商品及び

他の事業者が販売する同種商品並びに同社が提供する本件役務及び他

の事業者が提供する同種役務について実際に利用したことがある者か

又は知見等を有する者かを確認することなく、同社及び特定事業者

（委託を受けた当該事業者が、同種商品を販売し、同種役務を提供す

る事業者の中から指定する他の事業者をいう。）の印象を問うもので

あり、それぞれ客観的な調査に基づくものではなかった。また、当該

9989万円 



● 201 ●

第
15
章

景
品
表
示
法
に
関
す
る
業
務

一連 

番号 

命令日 

（事業者名） 
事件概要 課徴金額 

表示は、当該調査結果を正確かつ適正に引用しているものではなかっ

た。 

（詳細については令和7年6月15日報道発表資料「㈱新日本エネックス

に対する景品表示法に基づく課徴金納付命令について」を参照のこ

と。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/kyusyu/2506

05_torihiki.html 

2 令和8年3月17日 

（フロンティア

ジャパン㈱）

フロンティアジャパン㈱は、太陽光発電システム機器（以下本事件

概要欄において「本件商品」という。）を一般消費者に販売し、その

導入に係る施工（以下本事件概要欄において「本件役務」という。）

を一般消費者に提供するに当たり、 

⑴ 例えば、令和5年4月18日、同月26日、同年5月1日、同月8日、同

月15日及び同月22日に、「FRONTIER JAPAN」と称する自社ウェブサ

イト（以下本事件概要欄において「自社ウェブサイト」という。）

のトップページにおいて、「北海道エリア太陽光発電業者 満足度3

冠達成」、「No.1 日本トレンドリサーチ 北海道エリア 太陽光発

電業者 アフターサポート満足度」及び「No.1 日本トレンドリ

サーチ 北海道エリア 安心・信頼できる 太陽光発電業者」と表

示することにより、あたかも、北海道内において、同社が販売する

本件商品及び他の事業者が販売する同種又は類似の商品（以下本事

件概要欄において「同種商品」という。）並びに同社が提供する本

件役務及び他の事業者が提供する同種又は類似の役務（以下本事件

概要欄において「同種役務」という。）に関する「北海道エリア

太陽光発電業者 アフターサポート満足度」及び「北海道エリア

安心・信頼できる 太陽光発電業者」の2項目（以下本事件概要欄

において「本件2項目」という。）につき、実際に利用したことがあ

る者を対象にそれぞれ調査した結果において、同社が販売する本件

商品及び同社が提供する本件役務に係る本件2項目の順位がそれぞ

れ第1位であるかのように示す表示をしていた。

⑵ 例えば、令和5年4月18日、同月26日、同年5月1日、同月8日、同

月15日及び同月22日に、自社ウェブサイトのトップページにおい

て、「北海道エリア太陽光発電業者 満足度3冠達成」及び「No.1

日本トレンドリサーチ 北海道エリア 太陽光発電業者 見積価格

満足度」等と表示することにより、あたかも、北海道において、同

社が販売する本件商品及び他の事業者が販売する同種商品並びに同

社が提供する本件役務及び他の事業者が提供する同種役務に関する

「北海道エリア 太陽光発電業者 見積価格満足度」の項目につ

き、実際に見積りを徴したことがある者を対象に調査した結果にお

いて、同社が販売する本件商品及び同社が提供する本件役務に係る

当該項目の順位が第1位であるかのように示す表示をしていた。

実際には、⑴の表示については、同社が委託した事業者による調査

は、本件2項目について、回答者に対し、北海道内において、同社が

販売する本件商品及び他の事業者が販売する同種商品並びに同社が提

供する本件役務及び他の事業者が提供する同種役務について実際に利

用したことがある者かを確認することなく、同社及び特定9事業者

（当該委託を受けた事業者が、同種商品を販売し、同種役務を提供す

る事業者の中から指定する9の事業者をいう。以下本事件概要欄にお

いて同じ。）のみを任意に選択して対比し、各事業者のウェブサイト

1119万円 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/kyusyu/250605_torihiki.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/jun/kyusyu/250605_torihiki.html
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（以下「各販売サイト」という。）の印象を問うものであり、それぞ

れ客観的な調査に基づくものではなく、当該調査結果を正確かつ適正

に引用しているものではなかった。 

また、⑵の表示については、同社が委託した事業者による調査は、

「北海道エリア 太陽光発電業者 見積価格満足度」の項目につい

て、回答者に対し、北海道内において、同社が販売する本件商品及び

他の事業者が販売する同種商品並びに同社が提供する本件役務及び他

の事業者が提供する同種役務について実際に見積りを徴したことがあ

る者かを確認することなく、同社及び特定9事業者のみを任意に選択

して対比し、各販売サイトの印象を問うものであり、客観的な調査に

基づくものではなく、当該調査結果を正確かつ適正に引用しているも

のではなかった。 

（詳細については令和8年3月17日報道発表資料「太陽光発電システム

機器等の販売施工業者4社に対する景品表示法に基づく課徴金納付命

令について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_

keihyo1.html 

3 令和8年3月17日 

（㈱エスイーライ

フ） 

㈱エスイーライフは、家庭用蓄電池（以下本事件概要欄において

「本件商品」という。）を一般消費者に販売し、その導入に係る施工

（以下本事件概要欄において「本件役務」という。）を一般消費者に

提供するに当たり、 

⑴ 例えば、令和5年3月10日、同月16日、同月23日、同年4月10日、

同月17日、同月24日及び同年5月8日に、「エコでんち」と称する自

社ウェブサイト（以下本事件概要欄において「自社ウェブサイト」

という。）において、「エコでんちはおかげ様で家庭用蓄電池販売店

3冠 達成！」、「家庭用蓄電池購入後の保証・アフターサポート

満足度 第1位」、「ネットで安心して蓄電池の購入ができるショッ

プ 第1位」及び「家庭用蓄電池購入口コミ評判 第1位」等と表

示することにより、あたかも、同社が販売する本件商品及び他の

事業者が販売する同種又は類似の商品（以下本事件概要欄におい

て「同種商品」という。）並びに同社が提供する本件役務及び他の

事業者が提供する同種又は類似の役務（以下本事件概要欄におい

て「同種役務」という。）に関する「保証・アフターサポート満足

度」、「ネットで安心して蓄電池の購入ができるショップ」及び

「口コミ評判」の3項目（以下本事件概要欄において「本件3項

目」という。）につき、実際に利用したことがある者又は知見等を

有する者を対象にそれぞれ調査した結果において、同社が販売す

る本件商品及び同社が提供する本件役務に係る本件3項目の順位が

それぞれ第1位であるかのように示す表示をしていた。 

実際には、同社が委託した事業者による調査は、本件3項目につ

いて、回答者に対し、同社が販売する本件商品及び他の事業者が販

売する同種商品並びに同社が提供する本件役務及び他の事業者が提

供する同種役務について実際に利用したことがある者か又は知見等

を有する者かを確認することなく、同社及び特定9事業者（当該委

託を受けた事業者が、同種商品を販売し、同種役務を提供する事業

者の中から指定する9の事業者をいう。）のみを任意に選択して対比

し、各事業者のウェブサイトの印象を問うものであり、それぞれ客

観的な調査に基づくものではなかった。また、当該表示は、当該調

2069万円 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
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査結果を正確かつ適正に引用しているものではなかった。 

⑵ 令和5年3月10日、同月16日、同月23日、同年4月10日、同月17

日、同月24日及び同年5月8日に、例えば、自社ウェブサイトの「エ

コでんちの強み」と称するウェブページにおいて、「施工実績

12,000件突破」等と表示することにより、あたかも、同社が過去に

販売した本件商品及び同社が過去に提供した本件役務に係る契約件

数（太陽光発電に係る契約件数を含む。以下本事件概要欄において

同じ。）が1万2000件以上であるかのように示す表示をしていた。

実際には、同社が過去に販売した本件商品及び同社が過去に提供

した本件役務に係る契約件数は1800件程度であって、1万2000件を

大きく下回るものであった。 

（詳細については令和8年3月17日報道発表資料「太陽光発電システム

機器等の販売施工業者4社に対する景品表示法に基づく課徴金納付命

令について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_

keihyo1.html 

4 令和8年3月17日 

（㈱SC エージェ

ント）

㈱SCエージェントは、蓄電池（以下本事件概要欄において「本件商

品」という。）を一般消費者に販売し、本件商品の導入に伴う施工

（以下本事件概要欄において「本件役務」という。）を一般消費者に

提供するに当たり、例えば、令和5年3月10日、同月16日及び同月23日

に、「エコ最安値.com」と称する自社ウェブサイトにおいて、 

⑴ 「口コミ人気 No.1 蓄電池販売会社」、「アフターフォロー満足

度 No.1 蓄電池販売会社」、「コストパフォーマンス満足度 No.1

  蓄電池販売会社」及び「工事品質満足度 No.1 蓄電池販売会

社」等と表示することにより、あたかも、同社が販売する本件商品

及び他の事業者が販売する同種又は類似の商品（以下本事件概要欄

において「同種商品」という。）並びに本件役務（以下本事件概要

欄において本件商品と併せて「本件商品・役務」という。）及び他

の事業者が提供する同種又は類似の役務（以下本事件概要欄におい

て「同種役務」という。）に関する「口コミ人気」、「アフターフォ

ロー満足度」、「コストパフォーマンス満足度」及び「工事品質満足

度」の4項目（以下本事件概要欄において「本件4項目」という。）

につき、実際に利用したことがある者を対象にそれぞれ調査した結

果において、同社が販売する本件商品及び同社が提供する本件商

品・役務に係る本件4項目の順位がそれぞれ第1位であるかのように

示す表示をしていた。

⑵ 「圧倒的受注数がお客様からの支持の証 『施工実績10,000件の

信頼』」及び「施工実績10,000件!! たくさんの蓄電池を販売・工

事をしております」と表示することにより、あたかも、同社が過去

に販売した本件商品及び同社が過去に提供した本件商品・役務に係

る契約件数が1万件であるかのように示す表示をしていた。

実際には、⑴の本件商品・役務の表示については、同社が委託した

事業者による調査は、本件4項目について、回答者に対し、同社が販

売する本件商品及び他の事業者が販売する同種商品並びに同社が提供

する本件役務及び他の事業者が提供する同種役務について実際に利用

したことがある者かを確認することなく、同社及び特定9事業者（当

該委託を受けた事業者が、同種商品を販売し、同種役務を提供する事

業者の中から指定する9の事業者をいう。）のみを任意に選択して対比

469万円 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
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し、各事業者のウェブサイトの印象を問うものであり、それぞれ客観

的な調査に基づくものではなかった。また、当該表示は、当該調査結

果を正確かつ適正に引用しているものではなかった。 

また、⑵の本件商品・役務の表示については、同社が過去に販売し

た本件商品及び同社が過去に提供した本件商品・役務に係る契約件数

は、1万件を大きく下回るものであった。 

（詳細については令和8年3月17日報道発表資料「太陽光発電システム

機器等の販売施工業者4社に対する景品表示法に基づく課徴金納付命

令について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_

keihyo1.html 

5 令和8年3月17日 

（㈱安心頼ホー

ム） 

㈱安心頼ホームは、蓄電池を含む太陽光発電システム機器、「エコ

キュート」と称する給湯器及び電気温水器（以下本事件概要欄におい

て、これらを併せて「本件商品」という。）を一般消費者に販売し、

それらの導入に係る施工（以下本事件概要欄において「本件役務」と

いう。）を一般消費者に提供するに当たり、令和5年4月7日、同月10

日、同月12日、同月17日、同月24日、同年5月2日、同月8日、同月22

日及び同月29日に、例えば、「安心頼ホーム」と称する自社ウェブサ

イトのトップページにおいて、「蓄電池｜太陽光発電｜エコキュート

｜電気温水器 九州エリア口コミ満足度 No.1」、「信頼の3冠獲得 第1

位」、「No.1 日本トレンドリサーチ 九州エリアの蓄電池 販売施工

会社 口コミ満足度」、「No.1 日本トレンドリサーチ 九州エリアの

太陽光発電 販売施工会社 口コミ満足度」、「No.1 日本トレンドリ

サーチ 九州エリアのエコキュート・電気温水器 販売施工会社 口

コミ満足度」等と表示することにより、あたかも、九州地区内におい

て、同社が販売する本件商品及び他の事業者が販売する同種又は類似

の商品（以下本事件概要欄において「同種商品」という。）並びに同

社が提供する本件役務及び他の事業者が提供する同種又は類似の役務

（以下本事件概要欄において「同種役務」という。）に関する「九州

エリアの蓄電池 販売施工会社 口コミ満足度」、「九州エリアの太陽

光発電 販売施工会社 口コミ満足度」及び「九州エリアのエコ

キュート・電気温水器 販売施工会社 口コミ満足度」の3項目(以下

本事件概要欄において「本件3項目」という。)につき、実際に利用し

たことがある者を対象にそれぞれ調査した結果において、同社が販売

する本件商品及び同社が提供する本件役務に係る本件3項目の順位が

それぞれ第1位であるかのように示す表示をしていた。

 実際には、同社が委託した事業者による調査は、本件3項目につい

て、回答者に対し、同社が販売する本件商品及び他の事業者が販売す

る同種商品並びに同社が提供する本件役務及び他の事業者が提供する

同種役務について実際に利用したことがある者かを確認することな

く、同社及び特定9事業者（当該委託を受けた事業者が、同種商品を

販売し、同種役務を提供する事業者の中から指定する9の事業者をい

う。）のみを任意に選択して対比し、各事業者のウェブサイトの印象

を問うものであり、それぞれ客観的な調査に基づくものではなかっ

た。また、当該表示は、当該調査結果を正確かつ適正に引用している

ものではなかった。 

（詳細については令和8年3月17日報道発表資料「太陽光発電システム

機器等の販売施工業者4社に対する景品表示法に基づく課徴金納付命

826万円 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
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第３ 公正競争規約の認定 

 １  概要 

令和８年３月末現在、103件（景品関係37件、表示関係66件）の公正競争規約が認定さ

れている（附属資料７参照）。これらの公正競争規約に参加する事業者又は事業者団体に

より、公正競争規約の運用団体として公正取引協議会等が組織されているところ、公正取

引協議会等は、公正競争規約の運用上必要な事項について、公正競争規約の定めるところ

により、施行規則、運用基準等を設定している。公正取引委員会は、公正取引協議会等が

これらの施行規則等の設定・変更を行うに際しても、事業者間の公正な競争の確保等の観

点から審査を行っている。 

 ２  公正競争規約の変更 

令和７年度においては、９件の公正競争規約について変更の認定を行った（第４表参

照）。 

 第４表 令和７年度に変更の認定を行った公正競争規約 

一連 

番号 
公正競争規約の名称等 認定日 告示番号 

1 化粧石けんの表示に関する公正競争規約 令和7年7月30日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第7号 

2 家庭用合成洗剤及び家庭用石けんの表示に関する公正

競争規約 

令和7年7月30日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第8号 

3 不動産業における景品類の提供の制限に関する公正競

争規約 

令和7年7月31日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第9号 

4 スポーツ用品の表示に関する公正競争規約 令和7年8月8日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第10号 

5 飲用乳の表示に関する公正競争規約 令和7年8月20日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第11号 

6 募集型企画旅行の表示に関する公正競争規約 令和7年9月3日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第12号 

7 眼鏡類の表示に関する公正競争規約 令和7年10月28日 令和7年公正取引委員会・

消費者庁告示第13号 

8 食品缶詰の表示に関する公正競争規約 令和7年12月25日 令和8年公正取引委員会・

消費者庁告示第1号 

一連 

番号 

命令日 

（事業者名） 
事件概要 課徴金額 

令について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_

keihyo1.html 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/mar/260317_ho_keihyo1.html
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一連 

番号 
公正競争規約の名称等 認定日 告示番号 

9 ローヤルゼリーの表示に関する公正競争規約 令和8年3月31日 令和8年公正取引委員会・

消費者庁告示第2号 




